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社会保障の本質は弱者に対する保障だ！  
― 担い手を増やすだけでは社会保障制度は持続できない！― 

 

 

 

【ポイント】 

（現状） 

●政府が鳴り物入りで中間報告をまとめた「全世代型社会保障」については、国民の殆どが認識してお

らず、少子高齢化を迎えた中で我が国にとって最重要課題にもかかわらず、この問題への国民の関心

喚起には失敗。 

●一方、国民は現行の社会保障制度の維持可能性については極めて懐疑的。また、担い手である働き盛

り世代が社会保障の給付内容の合理化を求める一方、高齢の世代では現行の給付水準の維持を求め

ており、世代間の考えも分裂。 

●社会保障制度の本質は、弱者に対する全体負担での生活保障なのか、国民誰もが有する権利ととらえ

るのかを明確にしない限り、本質的な改革は不可能。 

 

（提言） 

●「全世代型」社会保障改革には、国民に、健康である限り制度の担い手として働き続け、病気や加齢に

より弱者になった時だけ制度の恩恵を受ける覚悟が必要。 

●年金制度は、最低保障部分（基礎年金）の財源は世代を超えて負担する消費税に一本化し、厚生年金の

二階建て部分は働く限り保険料を払い、受取りは働くことができなくなった後に延期すべき。 

●公的医療制度の維持には、急性期サポートは維持しつつ高齢者に多い慢性期のサポートは技術進歩な

どによる大胆な合理化が必要であるほか、健康維持に取り組む健康組合の努力を損ねるような施策は

廃止すべき。介護制度も方向性は同様。 

●性別や年代を超えて働く能力がある方はすべて担い手となり、その環境整備として、年齢に関係のな

い賃金体系の導入や、女性向けにはバラマキ型の教育無償化より保育施設の拡充や柔軟な働き方の拡

充が重要。 

 

 

 

２０２０年 5 月 

パソナ総合研究所 運営委員会 
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１．現状 

 

（社会保障制度の問題は国民に理解されていない） 

〇 政府は昨年９月に誰もが安心できる社会保障制度に関わる検討を行うため、総理が議長を務める全

世代型社会保障検討会議を立ち上げ、１２月に中間報告をまとめました。この中間報告を踏まえ、現在の

国会には、年金制度や高齢者の就業機会の拡大などに関する法改正案が提出され、関連する予算も計上さ

れています。 

 しかしながら、当総研の調査では、全世代型社会保障とは何か知っていると答えた方の割合は世代を問

わず極めて低く（全体の平均で３％程度）、聞いたことがあると答えた方を含めても３割弱にとどまって

います。政府の当初の意気込みにも関わらず、国民の関心を喚起することには失敗したと言わざるを得ま

せん。 

 

（しかし、働く世代は社会保障制度が維持可能とは思わず合理化を求めている） 

〇 同じ調査では、現行の社会保障制度が長期にわたり維持可能かとの質問に対し、半数強はわからない

と回答したものの、可能と考える方はわずか（４％）で、4 割以上の方が無理であると答えています。ま

た、改革の方向性として、働き手の負担軽減のため給付水準・内容の合理化をすべきとの回答が、働き手

の増加策や税・保険料の引上げ、経済成長により現行の給付水準を維持すべきとの回答の合計を若干上回

りました。 

世代別では、４０代・５０代の働き盛りの世代で給付の合理化を求める割合が大きいのに対し、６０代

以上では現行の給付水準を維持すべきとの回答が多数となり、世代間の考えが明確に分かれています。改

革を必要とする分野についても、働き盛りの世代では特に年金制度を指摘する声が多くなっています。 

 

（社会保障の本質とは何なのか？） 

〇 社会保障制度は、生活保護等の社会扶助や雇用保険などもその一翼を担うものの、大きくは年金制

度、医療保険制度及び介護保険制度からなり、それぞれの財源として保険料に加え税財源が投入されてい

ます。医療・介護保険制度は大数の法則がある程度当てはまり、一定の確率で弱者になった方を国民全体

でリスク分担するというシステムですが、年金制度は一定期間の払込みを完了すれば誰もが受給ができ

るため、実際は財源の殆どが現在働いている方々の保険料で賄われているにもかかわらず、少なからぬ方

が自ら積立て運用された結果を受け取る私的年金に近いものと感じている節があります。 

 社会保障制度を弱者に対する生活保障ととらえるのか、国民誰もが有する権利としてとらえていくか、

ここにメスを入れない限り本質的な改革は不可能です。 
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２．提言 

 

（全世代で弱者を支えることを社会保障の核に据えよう！） 

〇 我が国の公的年金及び医療制度は、一律の社会保障給付を提供しつつ弱者になるリスクを全体で分

担するとの目的に沿い、集団別で運営されてきた制度を統合したものです。その時代背景には、経済成長

と一定の人口増が見込まれていたことがありますが、今や少子高齢化という、制度設計当時は想定外の状

況の下で人生１００年時代を迎えているのです。 

「全世代型」を標榜する社会保障改革を行うのであれば、国民には、健康である限り働くことを通じ制

度の担い手となり、病気や加齢により弱者になった場合にのみ社会保障制度の恩恵を受ける覚悟が必要

です。その上に立って各制度の見直しを行うべきです。 

 

（年金制度の基礎部分は消費税で、二階建て部分は長生きのリスクを反映した制度に！） 

〇 現行の年金のバランスシートをみれば、働く世代は自らの受給年金額よりも大きな保険料を納める

のは明らかで、今さら過去の払込みの有無や各世代の損得を議論するのは意味がありません。このため、

自営業者にも給付される最低保障である国民年金（基礎年金）部分は世代を超えて負担する消費税に財源

を一本化すべきです。さらに、厚生年金の二階建て部分については、働き続ける限り保険料の払込みを続

け、金額の優遇はあっても受取りは働くことが出来なくなった後に延期すべきです。長寿を年金制度の最

大のリスクと考え、その可能性を数理計算した保険料を設定すべきです。 

 

（公的医療及び介護制度は合理化の推進と高所得高齢層への負担の強化を！） 

〇 公的医療制度については、年金とは異なり年代に関わらず病気にかかった弱者を対象にするもので

すが、高齢者の増加により対象となる弱者の数は増加せざるを得ません。制度を維持していくには、急性

期へのサポートは維持しつつ、高齢者に多い慢性期については技術進歩などを活用した大胆に合理化し

たサポートに切り替えるべきです。また、健康維持に熱心に取組み医療費の削減に効果を上げた健康保険

組合からの拠出を増やすといった、健康保険組合の努力を損ねるような施策は廃止すべきです。併せて、

高所得の高齢者には自己負担の軽減を撤廃すべきです。介護制度についても方向性は同じです。 

 

（担い手の拡大は当然で、女性も高齢者も働く環境の整備は合理的に！） 

〇 社会保障制度の維持には、性別や年代を超えて働く能力のある方は担い手となる覚悟が必要です。環

境整備には、高齢者向けには単なる会社の雇用義務ではなく年齢に関係のない業績本位の賃金体系の導

入が、女性向けにはバラマキ型の教育無償化よりも保育施設の拡充や柔軟な働き方の推進など真の子育

て支援が重要です。 
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